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（３）新株予約権の総数 

   取締役および監査役に対して割り当てる新株予約権の総数 600 個を、各事業年度に係る定 

   時株主総会の日から１年以内の日に割り当てる新株予約権の上限といたします。 

（４）新株予約権の払込金額 

   新株予約権の割当日において、ブラック・ショールズモデル等により算出した公正価額を 

   払込金額といたします。なお、当該払込金額は、同額の当社に対する報酬債権と相殺する 

   ものとします。 

（５）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

   各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該新株予約権の行使により交付 

   を受けることができる株式１株当たりの払込金額を１円として、これに付与株式数を乗じ 

   た金額といたします。 

（６）新株予約権を行使することができる期間 

   新株予約権の割当日の翌日から 30 年以内の範囲で、当社取締役会が定める期間といたし 

   ます。 

（７）新株予約権の行使の条件 

   新株予約権の割り当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当社の取締役お 

   よび監査役の地位を喪失した日の翌日から 10 日間に限って新株予約権を行使できるもの 

   といたします。 

   その他の権利行使の条件は、当社取締役会が定めるものといたします。 

（８）譲渡による新株予約権の取得の制限 

   譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものといたします。 

（９）新株予約権の行使により生ずる１株に満たない端数の取扱い 

   新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、当該端数を切り 

   捨てるものといたします。 

（10）新株予約権のその他の内容 

   上記（２）から（９）の細目および新株予約権に関するその他の内容等につきましては、 

   新株予約権の募集事項を決定する当社取締役会において定めることといたします。 

以上 

 

 

※上記の新株予約権の発行は平成 26 年６月 27 日開催予定の当社第 63 回定時株主総会において、 

 取締役および監査役に対して報酬として株式報酬型ストックオプション（新株予約権）を付与 

 することのご承認を求める議案が承認可決されることを条件とし、具体的な発行および割り当 

 ての内容は、同定時株主総会後に開催される当社取締役会の決議をもって決定するものであり 

 ます。 

 また、上記議案の承認可決を条件として、同内容の株式報酬型ストックオプションを当社執行 

 役員に対しても付与する予定であります。 

 


